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連結経営指標等 

  

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。 

４ 第139期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第139期 

第２四半期連結累計期間
第140期 

第２四半期連結累計期間 
第139期 

会計期間 
自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日 

自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日 

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

売上高 （百万円）  22,919  22,644  46,636

経常利益 （百万円）  209  176  531

四半期（当期）純利益 （百万円）  2,006  43  1,905

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  1,347  △71  1,354

純資産額 （百万円）  18,561  18,333  18,486

総資産額 （百万円）  44,793  43,401  44,521

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円）  74.06  1.60  70.37

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  41.0  41.7  41.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円）  1,601  794  2,421

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円）  885  △597  156

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円）  △2,009  △641  △2,561

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高 
（百万円）  1,968  1,063  1,507

回次 
第139期 

第２四半期連結会計期間
第140期 

第２四半期連結会計期間 

会計期間 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日 

自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△） 

（円）  75.32  △3.39
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 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４

経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の

「４．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照下さい。  

  

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものであります。  

  

(1）経営成績の分析 

  当第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日～平成23年９月30日）におけるわが国の経済

は、東日本大震災からの復旧に伴い、製造業を中心に予想以上の回復が見られましたが、欧州債

務問題の深刻化や円高の長期化など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしまし

た。 

 このような状況の中、当社グループは原材料価格の高騰に対応した販売価格の改定やあらゆる

コストの削減に努めてまいりましたが、事業環境は厳しい状況で推移いたしました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高が226億４千４百万円で前年同四半期

比２億７千４百万円の減収（1.2%減）となり、営業利益は１億３千４百万円で前年同四半期比２

千９百万円の減益（18.2%減）、経常利益は１億７千６百万円で前年同四半期比３千２百万円の

減益（15.8%減）、四半期純利益は４千３百万円で固定資産の売却による特別利益が発生した前

年同四半期に比べ大幅な減益となり、19億６千２百万円の減益（97.8%減）となりました。  

  

 次にセグメント別に概況をご報告いたします。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして、記載する事業セグメントを変更

しており、当第２四半期連結累計期間の比較・分析は、変更の影響を含めております。 

  

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（インキ事業部門）  

 オフセットインキは、市場の縮小化が継続する中、主に原材料価格の高騰に対応した販売価格

の改定に努めてまいりましたが、数量および売上高は前年同四半期並みとなりました。  

 グラビアインキは、食品包材向けが健闘したものの、数量および売上高は前年同四半期並みと

なりました。 

 印刷用材料は、オフセットインキと同様に市場の縮小化が進行しており、売上高は前年同四半

期に比べ減少いたしました。  

 印刷機械は、新分野向けの機器が寄与し、売上高は前年同四半期に比べ増加いたしました。 

 この結果、インキ事業部門の売上高は81億２千９百万円となり前年同四半期比２千６百万円の

増収（0.3%増）、セグメント損失は原材料価格の上昇が大きく影響し、７千９百万円（前年同四

半期は１億３千９百万円のセグメント利益）となりました。 

  

（化成品事業部門） 

 合成樹脂用着色剤は、東日本大震災の影響で自動車用途での受注が減少いたしましたが、その

他用途の需要が拡大し、数量および売上高は前年同四半期並みとなりました。 

 合成樹脂成形材料は、自動車用途の受注回復がありましたが、数量および売上高は前年同四半

期に比べ減少いたしました。 

 この結果、化成品事業部門の売上高は106億４千８百万円となり前年同四半期比３億４千６百

万円の減収（3.2%減）、セグメント利益は７億６千１百万円で前年同四半期比７千８百万円の減

益（9.4%減）となりました。 

  

（加工品事業部門） 

 工業材料は、水処理用途の受注が減少いたしましたが、新規用途の製品が寄与し、売上高は前

年同四半期並みとなりました。  

 包装材料は、好・不況が混在し、売上高は前年同四半期並みとなりました。 

 仕入商品は、市況の悪化から一部回復の動きが見られ、売上高は前年同四半期並みとなりまし

た。 

 この結果、加工品事業部門の売上高は37億１千４百万円となり前年同四半期比５千３百万円の

減収（1.4%減）、セグメント利益は新規用途の製品が寄与し、６千１百万円で前年同四半期比２

千６百万円の増益（74.6%増）となりました。 

  

（不動産賃貸事業部門）  

 不動産賃貸事業部門の売上高は１億５千２百万円となり、前年同四半期比９千９百万円の増収

（185.8%増）、セグメント利益は８千２百万円で前年同四半期比５千２百万円の増益（177.8%

増）となりました。 

 これは、前第２四半期連結会計期間より不動産による賃貸収入が発生したことによるもので

す。 

  

(2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は434億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億

２千万円減少いたしました。主な要因は、現金及び預金の減少４億４千４百万円、受取手形及び

売掛金の減少６億８千６百万円及びたな卸資産の増加５億６千４百万円等によるものです。  

 負債合計は250億６千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億６千７百万円減少いたし

ました。主な要因は、支払手形及び買掛金の減少２億２千１百万円と短期借入金の増加３億２千

５百万円、長期借入金の減少６億７千８百万円等によるものです。 

 純資産の部は183億３千３百万円となり前連結会計年度末に比べ１億５千３百万円減少いたし

ました。主な要因は、利益剰余金の減少３千７百万円及びその他の包括利益累計額の減少１億１

千７百万円等によるものです。 
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(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は10億６千３百万円で、前連

結会計年度末に比べ４億４千４百万円の減少（29.5％減）となりました。  

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、７億９千４百万円の収入となりました（前年同四半期

は、16億１百万円の収入）。主な要因は、税金等調整前四半期純利益１億２千９百万円、減価償

却費８億７千１百万円が計上され、売上債権の減少５億１千４百万円、仕入債務の減少２億２千

万円、たな卸資産の増加５億７千７百万円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、５億９千７百万円の支出となりました（前年同四半期

は、８億８千５百万円の収入）。主な要因は、有形固定資産の取得による支出５億８千３百万円

等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、６億４千１百万円の支出となりました（前年同四半期

は、20億９百万円の支出）。主な要因は、短期借入金の純増額３億２千５百万円、長期借入金の

返済による支出８億２千８百万円等によるものです。 

  

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。  

  

(5）研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５億６千６百万円

であります。  

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。  

  

(6）従業員数 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数の著しい増減はありません。 

  

(7）生産、受注及び販売の実績 

 当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。 

  

(8）主要な設備 

 当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年

度末における計画の著しい変更はありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  74,000,000

計  74,000,000

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成23年11月14日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  27,257,587  27,257,587
東京証券取引所 

市場第二部 

単元株式数は1,000株

であります。 

計  27,257,587  27,257,587 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成23年９月30日  －  27,257,587  －  3,246  －  2,511
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（６）【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

共同印刷株式会社 東京都文京区小石川４丁目14番12号  2,407  8.83

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号  1,337  4.90

東京インキ従業員持株会 
東京都北区王子１丁目12番４号 

TIC王子ビル 
 1,231  4.51

有限会社久栄 東京都文京区小石川５丁目24番21号  1,100  4.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（中央三井アセット信託銀行再信託

分・三井化学株式会社退職給付信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号  1,031  3.78

東京インキ取引先持株会 東京都北区王子１丁目12番４号  964  3.53

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号  956  3.50

日本トラスティ・サービス信託銀行（信

託口４） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  948  3.47

有限会社大葉志 東京都文京区小石川４丁目16番９号  660  2.42

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（中央三井アセット信託銀行再信託

分・ＣＭＴＢエクイティインベストメン

ツ株式会社信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号  622  2.28

計 －  11,258  41.30
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①【発行済株式】 

（注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式306株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。 

  

②【自己株式等】 

（注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）ありま

す。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。 

  

該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式         175,000
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式      26,807,000  26,807 － 

単元未満株式 普通株式         275,587 － － 

発行済株式総数  27,257,587 － － 

総株主の議決権 －  26,807 － 

平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 

東京インキ株式会社 

東京都北区王子一丁目 

12番４号 TIC王子ビル 
 175,000  －  175,000  0.6

計 －  175,000  －  175,000  0.6

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23

年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成

23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期

レビューを受けております。 

   

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,602 1,158

受取手形及び売掛金 16,491 15,804

商品及び製品 3,481 3,783

仕掛品 1,673 1,731

原材料及び貯蔵品 1,467 1,671

繰延税金資産 177 121

その他 309 98

貸倒引当金 △141 △43

流動資産合計 25,061 24,326

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,052 7,930

機械装置及び運搬具（純額） 3,281 2,920

工具、器具及び備品（純額） 134 113

土地 3,710 3,710

リース資産（純額） 324 313

建設仮勘定 3 203

有形固定資産合計 15,506 15,191

無形固定資産   

リース資産 29 24

その他 79 69

無形固定資産合計 109 93

投資その他の資産   

投資有価証券 3,542 3,425

繰延税金資産 109 113

その他 462 638

貸倒引当金 △270 △387

投資その他の資産合計 3,843 3,789

固定資産合計 19,459 19,074

資産合計 44,521 43,401
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,228 11,007

短期借入金 4,366 4,692

1年内返済予定の長期借入金 1,657 1,507

リース債務 103 111

未払法人税等 109 72

賞与引当金 452 454

未払消費税等 50 89

未払費用 816 726

その他 564 507

流動負債合計 19,351 19,169

固定負債   

長期借入金 3,300 2,621

リース債務 269 245

繰延税金負債 259 234

退職給付引当金 2,490 2,438

役員退職慰労引当金 242 234

その他 121 124

固定負債合計 6,683 5,897

負債合計 26,034 25,067

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,246 3,246

資本剰余金 2,511 2,511

利益剰余金 13,029 12,991

自己株式 △47 △47

株主資本合計 18,739 18,701

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △317 △431

為替換算調整勘定 △168 △171

その他の包括利益累計額合計 △485 △602

少数株主持分 232 234

純資産合計 18,486 18,333

負債純資産合計 44,521 43,401
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 22,919 22,644

売上原価 19,495 19,638

売上総利益 3,423 3,005

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 842 798

賞与 100 92

福利厚生費 173 166

減価償却費 181 160

貸倒引当金繰入額 121 25

賞与引当金繰入額 210 189

退職給付引当金繰入額 79 109

役員退職慰労引当金繰入額 12 8

通信交通費 179 151

荷造及び発送費 585 547

その他 771 621

販売費及び一般管理費合計 3,258 2,870

営業利益 164 134

営業外収益   

受取利息 9 5

受取配当金 68 67

出資分配金 25 31

その他 31 15

営業外収益合計 134 120

営業外費用   

支払利息 59 43

為替差損 20 16

その他 9 18

営業外費用合計 89 78

経常利益 209 176

特別利益   

固定資産売却益 3,377 0

保険差益 41 24

特別利益合計 3,419 25

特別損失   

固定資産除売却損 22 36

投資有価証券評価損 60 11

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13 －

災害による損失 ※1  42 ※1  23

特別損失合計 138 72

税金等調整前四半期純利益 3,490 129

法人税、住民税及び事業税 32 56

法人税等調整額 1,450 26

法人税等合計 1,482 83

少数株主損益調整前四半期純利益 2,007 45

少数株主利益 1 2

四半期純利益 2,006 43
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,007 45

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △642 △114

為替換算調整勘定 △17 △3

その他の包括利益合計 △659 △117

四半期包括利益 1,347 △71

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,346 △74

少数株主に係る四半期包括利益 1 2

- 13 -



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,490 129

減価償却費 789 871

貸倒引当金の増減額（△は減少） 103 18

退職給付引当金の増減額（△は減少） △115 △52

賞与引当金の増減額（△は減少） △2 1

受取利息及び受取配当金 △77 △72

支払利息 59 43

有形固定資産処分損益（△は益） △3,355 35

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13 －

災害損失 42 23

保険差益 △41 △24

投資有価証券評価損益（△は益） 60 11

売上債権の増減額（△は増加） 1,534 514

たな卸資産の増減額（△は増加） △142 △577

仕入債務の増減額（△は減少） △568 △220

その他 △74 36

小計 1,715 738

利息及び配当金の受取額 107 77

利息の支払額 △57 △42

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 2 △90

災害に伴う支払額 ※2  △167 ※2  △0

災害による保険金収入 － ※3  188

システム開発中止に伴う支払額 － ※4  △76

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,601 794

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △75 △75

定期預金の払戻による収入 75 75

有形固定資産の取得による支出 △2,219 △583

有形固定資産の売却による収入 3,166 1

無形固定資産の取得による支出 △2 △1

投資有価証券の取得による支出 △98 △8

貸付金の回収による収入 35 2

その他 3 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー 885 △597

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,018 325

長期借入金の返済による支出 △866 △828

配当金の支払額 △80 △80

少数株主への配当金の支払額 － △2

その他 △43 △55

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,009 △641

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 476 △444

現金及び現金同等物の期首残高 1,491 1,507

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,968 ※1  1,063
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該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
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保証債務 

リース取引に対し、債務保証を行っております。 

  

   

  

  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

共立印刷㈱ 85百万円 共立印刷㈱ 69百万円 

計 85百万円 計 69百万円 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１ 災害による損失は、連結子会社の火災に伴う損失額

を計上しております。 

※１ 災害による損失は、東日本大震災に伴う生産設備等

の復旧費用額等を計上しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。 

現金及び預金 百万円2,077

預入期間が３ヶ月超の定期預金  〃 △108

現金及び現金同等物 百万円1,968

現金及び預金 百万円1,158

預入期間が３ヶ月超の定期預金  〃 △95

現金及び現金同等物 百万円1,063

※２ 災害に伴う支払額は、連結子会社の火災に伴う支払

額であります。 

※２ 災害に伴う支払額は、東日本大震災に伴う生産設備

等の復旧費用額等を計上しております。  

――――― ※３ 災害による保険金収入は、連結子会社の火災による

保険金収入であります。 

――――― ※４ システム開発中止に伴う支払額は、開発を進めてい

た業務管理システムについて、事業環境の変化によ

り、前連結会計年度に開発を中止したことに伴う支

払額を計上しております。 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

１ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２

四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  

２ 株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

１ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２

四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  

２ 株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  81  3 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  81  3 平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  81  3 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月８日 

取締役会 
普通株式  81  3 平成23年９月30日 平成23年12月２日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注） 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差額調整に関する事項） 

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
インキ 
事業部門 

化成品 
事業部門 

加工品 
事業部門 

計 

売上高             

外部顧客に対する売上高  8,103  10,995  3,767  22,865  53  22,919

セグメント間の内部売上高又は振替高  24  24  11  60  －  60

計  8,128  11,019  3,778  22,926  53  22,979

セグメント利益  139  840  35  1,015  29  1,044

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  1,015

「その他」の区分の利益  29

全社費用（注）  △879

その他の調整額  △0

四半期連結損益計算書の営業利益  164
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及

び当該差額の主な内容（差額調整に関する事項） 

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。  

  

４．報告セグメントの変更等に関する事項 

   第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において「その他」に含まれていた「不

動産賃貸事業」については、重要性が増したことから報告セグメントとして記載する方法

に変更しております。  

   なお、この変更に伴う四半期連結累計期間に係る報告セグメントごとの売上高及び利益

又は損失の金額に関する情報に与える影響は以下の通りであります。 

   変更前の方法によった場合に比べ、不動産賃貸事業部門の売上高が１億５千２百万円、

セグメント利益が８千２百万円それぞれ増加し、報告セグメント合計の売上高及びセグメ

ント利益がそれぞれ同額だけ増加しております。  

   

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

合計 インキ 
事業部門 

化成品 
事業部門 

加工品 
事業部門 

不動産賃貸 
事業部門 

計 

売上高   

外部顧客への売上高  8,129  10,648  3,714  152  22,644  22,644

セグメント間の内部売上高又は振替高  24  20  5  －  50  50

計  8,154  10,668  3,719  152  22,694  22,694

セグメント利益又は損失（△）  △79  761  61  82  826  826

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  826

全社費用（注）  △689

その他の調整額  △2

四半期連結損益計算書の営業利益  134
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 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。 

    

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。  

  

 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 該当事項はありません。 

  

  

 第140期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当について、平成23年11月８日

開催の取締役会において、平成23年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額               81,246,843円 

② １株当たりの金額             ３円 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年12月２日 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 74 6 円 銭 1 60

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  2,006  43

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  2,006  43

普通株式の期中平均株式数（千株）  27,085  27,082

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成23年11月10日

東京インキ株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 井  上     東  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士 田  島  祥  朗  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る東京インキ株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結
会計期間(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１
日から平成23年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期
連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について
四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京インキ株式会社及び連結子会
社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において
認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

  

以 上 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月14日 

【会社名】 東京インキ株式会社 

【英訳名】 TOKYO PRINTING INK MFG. CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大 橋 淳 男 

【最高財務責任者の役職氏名】 － 

【本店の所在の場所】 東京都北区王子一丁目12番４号 TIC王子ビル 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



 当社代表取締役社長 大橋 淳男は、当社の第140期第２四半期（自 平成23年７月１日 至 

平成23年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認いたしました。 

  

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




